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■ □ □ □ □
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年度までに特定支障除去等事業を0件とする。

申請方法・
期限

「産業廃棄物特定支障除去等支援事業実施要領」６．協力要請の手続きの規定に基づき行う。

審査基準 「産業廃棄物特定支障除去等支援事業実施要領」別表Ⅰ．算定基準等の規定に基づき審査を行う。

審査体制 「産業廃棄物特定支障除去等支援事業実施要領」８．協力通知の規定に基づき審査を行う。

基金事業の
目標

令和 4

生活環境保全上の支障又はそのおそれがある不法投棄等事案であって、かつ、行為者等が不明等であるために都
道府県等がやむを得ず行政代執行により支障の除去等を行う場合、平成10年6月16日以前の不法投棄等事案につい
ては、特定産業廃棄物に起因する支障の除去等に関する特別措置法の規定により策定した実施計画に基づき、支
障除去等事業を実施する都道府県等に対し、当該事業に必要な経費の一部を補助するものである。（補助率は１
／２または１／３）

基金事業の
終了時期

基金事業の終了予定時期：令和4年度に産業廃棄物特定支障除去等支援事業終了予定。基金は前年度事業費を手当
てする必要があるため、令和5年度に廃止予定である。
基金事業の新規申請の受付終了時期：平成25年3月

基金の概要

取崩型 回転型 保有型 運用型 その他（　　　　　）

貸付 債務保証 利子助成・補給 補助

令和 4 年度産業廃棄物適正処理推進基金の状況

基金の名称 産業廃棄物適正処理推進基金（補助率１／２、１／３）

基金設置法人 公益財団法人　産業廃棄物処理事業振興財団

補てん 出資 調査等



199,257,285うち国費相当額 1,215,034,066 1,139,699,943 1,046,429,945 869,113,012

基金残高（ａ－ｂ） 1,213,707,826 1,139,699,943 1,046,429,945 869,113,012 199,257,285

0

合計（ｂ） 152,670,953 84,526,452 95,202,949 178,616,696 670,914,976

68,664,953 65,410,452 59,469,949 58,400,696 55,217,976

社債評価損 0 0 0 0

870,172,261

円

)

支
出

交付額 84,006,000 19,116,000 35,733,000 120,216,000 615,697,000

管理費

･･ 合計（ａ） 1,366,378,779 1,224,226,395 1,141,632,894 1,047,729,708

収
入

868,813,012

返納額（マイナス） 2,101,000 2,462,000 750,000 798,000 1,055,000

0 6,264,672 275,579 0 0

前年度末基金残高 1,363,634,837 1,215,034,066 1,139,699,943 1,046,429,945

907,372 501,763 304,249

（うち国費見合額） (642,942) (465,657) (907,372) (501,763) (304,249)

0 0

出資等 0 0 0 0 0

3 年度 令和 4 年度

国費（補助金等） 0 0 0

元 年度 令和 2 年度 令和

基
金
の
額
（
単
位

平成 30 年度 令和

運用収入 642,942 465,657

社債評価益
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令和 4 年度産業廃棄物適正処理推進基金の状況

基金設置法人

基金の名称

基金事業の
終了時期

基金事業の
目標

申請方法・
期限

審査基準

審査体制

産業廃棄物適正処理推進基金（補助率３／４、７／１０）

公益財団法人　産業廃棄物処理事業振興財団

基金の概要

取崩型 回転型

「産業廃棄物不法投棄等原状回復支援事業実施要領」７．協力要請の手続きの規定に基づき行う。

「産業廃棄物不法投棄等原状回復支援事業実施要領」３．運営協議会による審査についての規定に基づき審査を
行う。

「産業廃棄物不法投棄等原状回復支援事業実施要領」９．協力通知の規定に基づき審査を行う。

その他（　　　　　）

年度までに支障等がある産業廃棄物の不法投棄等の残存件数を当面 件まで削減する。

出資 調査等

生活環境保全上の支障又はそのおそれがある不法投棄等事案であって、行為者等が不明等であるために都道府県

等がやむを得ず行政代執行により支障の除去等を行う場合、平成10年6月17日以降の不法投棄等事案については、

廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき、「産業廃棄物適正処理推進センター」に設置された基金から対象

都道府県等に対する支援を実施するものである。（補助率は３／４または７／１０）
基金事業の終了予定時期：不法投棄は、現在も毎年新たな事案が発生しており、将来も発生が予想されるため、

都道府県等による支障除去等事業は今後も実施されていくものと考えられる。また、法律上、本基金の終期につ

いては特段の定めを設けていないことから、基金事業についても終期を設定していない。

基金事業の新規申請の受付終了時期：上記と同様の理由により、新規申請の受付終了時期を設定していない。

令和 4 50

保有型 運用型

貸付 債務保証 利子助成・補給 補助 補てん



令和

1,515,706,153

1,270,043,253

1,349,756,100

1,176,952,025

1,416,054,097 1,443,497,439

1,216,031,452 1,239,279,837

令和 元 年度

（うち国費見合額）

社債評価益

前年度末基金残高

返納額（マイナス）

国費（補助金等）

出資等

収
入

運用収入

合計（ａ）･･

基
金
の
額
（
単
位

円

)

60,000,000

170,446,944

1,562,308,190

19,443,944

0

1,732,755,134

151,003,000

1,597,077,276

17,316,000

()

0

57,766,500

595,358

平成 30 年度

支
出

交付額

管理費

社債評価損

644,684 487,872 342,692

() () () ()

4 年度

60,000,000 60,000,000 60,000,000 60,000,000

令和 2 年度 3 年度

58,719,500 51,636,000 49,124,000

582,944

47,337,000

令和

33,404 0 0

1,562,519,940 1,349,756,100 1,416,054,097 1,443,497,439

26,197,000

974,592

46,678,000 94,110,000 31,128,000

19,295,876 16,742,091 10,822,530 20,903,978

339,942,000

17,404,000 22,764,000 16,561,000

1,708,993,976 1,479,474,188 1,548,429,969 1,567,738,131

基金残高（ａ－ｂ）

うち国費相当額 1,261,508,980

0 0 0 0

359,237,876 63,420,091 104,932,530 52,031,978合計（ｂ）
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